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 １．研究所の活動紹介

 ２．大分県の教育情報化における

ソーシャルメディアの利用





 本部：大分（事務所：東京）

 設立：1993年3月29日
 所管：総務省および経済産業省
 設立： ①大分県

②株式会社NTTデータ

③日本電信電話株式会社

④日本電気株式会社

⑤富士通株式会社

 よりよい情報社会構築のための調査研究活動
・情報社会／技術分野の調査研究や実証実験の実施
・上記に関わる提言やシンポジウム等の開催
①文理融合②学理と実地の融合③民・学・官融合



○研究会、セミナー、普及啓発活動など

・別府湾会議・ワークショップ、情報モラルセミナー、

ハイパーフォーラム、ハイパーネットワーク社会研究会

○情報化・情報セキュリティ支援

・情報コミュニティセンター、ネットあんしんセンター

○調査研究

・次世代ネットワークにおける新技術

・オープンソースソフトウェア応用

・地域の情報化

・ITと農業、教育の情報化

・情報社会における情報モラル、情報セキュリティ

・インターネットガバナンスに関する調査

・環境を重視した社会に関する調査



○情報モラル普及啓発セミナー
◦ 平成15年度より実施。

◦ 昨年までに32都道府県で実施。

（H23 鹿児島、鳥取、福井、岐阜、 青森、東京、沖縄）

○パンフレットの作成
◦ 入門教育用のテキストとして作成。

○ビデオ等の作成
◦ 映像でわかりやすく解説。

○実態調査の実施
◦ 中小企業における情報モラルへの取り組みや

意識について









 （１）所内での利用

◦ Twitter、Yammer、facebook、など。

 （２）普及啓発へ展開
◦ 「ソーシャルメディア研究会
◦ 2009年4月15日～ 全9回 実施

 （３）会議・フォーラムなどでの利用

 （４）他事業での利活用





学校現場での教育の情報化を構成する３つの柱

教育の情報化がめざすもの
（参考：文部科学省 「教育情報化の手引き」）

急速な情報化の進展に伴い、情報や情報手段を適切に活用
できる能力がすべての国民に求められている。
→子どもがＩＣＴを活用できる力を確実に身に付けさせることが必要である。

(1)情報教育

・子どもたちの情報
活用能力の育成

(2)教科指導に
おけるICT活用
・各教科等の目標を
達成するための効果
的なICT機器の活用

(3)校務の情報化
（H23年度重点課題）

・教員の事務負担の
軽減と子どもと向き
合う時間の確保

教員の
ICT活用指導力の向上

学校における
ICT環境整備

教育委員会や学校の
サポート体制の整備

↓これらを実現するために、まずは教員の情報化支援↓



大分県教育委員会
教育財務課 情報化推進班（H22年発足）

大分県教育センター

大学

有識者

各市町村

各市町村

小中学校 小中学校

市町村教育委員会

ファシリテータ、コンシェルジュ、
ヘルプデスク、ＩＣＴ支援員、

ソーシャル支援員、多機能型情報端末支援員
教育クラウドサービス、リサーチャー

ソーシャルネットワーク支援員、ｉｐａｄ支援

高等学校

高等学校

高等学校

高等学校

ＰＴＡ、地域住民、企業、公民館など

研究所

義務教育課

高校教育課

特別支援教育課

社会教育課



 ITを使うメリットを感じていない教職員

 教職員の情報共有

 他の教職員の活動を知る場が尐ない

 悩みの共有ができづらい。孤独感

 県、各市町村との情報共有、相互理解

 現場の教職員へ必要な情報が直接流れるしくみ



情報共有し、共感し、向上する

１．各機関がつながる

２．各学校がつながる

３．先生たちがつながる（頭の中が）

・facebookで楽しみながら慣れる

・「いいね！」で認め合う、先生方のモチベーションUP



＜今後の課題＞

 教職員のfacebook登録者を増やす方法

 Facebookを利用したことによる効果測定方法

＜展望＞

 時代の変化に対応するため、教職員ひとりひとりのIT
活用能力の向上→生涯学習

 教職員、学校、教育委員会、県、市町村、

これらがつながることから、共有とオープン化

 情報化社会に生きる子どもたちのため教育の質向上




